
令和７年（２０２５年）８月・９月

熊本県教育庁

地域移行（展開）の現状について

令和７年度（２０２５年度）

中学校部活動の地域移行に係る市町村ミーティング



１ 地域移行の概要について

２ 国及び県の方向性について

３ 県内市町村の取組状況について

４ 今後の取組を進める上で必要なこと



１．地域移行の概要について



平日
月 火 水 木 金

休日
土 日

学校で部活動 地域クラブで活動



部活動地域移行の必要性

① 進展する
少子化

② ニーズの
多様化

③ 教員の
働き方改革



①少子化
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中学生世代の今後の人口動向の推計
（人）

１９９３年（平成５年）
約４８８万人

２０２３年（令和５年）
約３２２万人

１０年で 約６０万人減少

２０３３年（令和１５年）
約２５９万人

３０年で 約１６０万人減少



【Ｒ７】13～15歳 【Ｒ1７】13～15歳約11,000人減

本県の出生数の推移 （令和４年人口動態調査報告より）

（単位：人）

（熊本市含む）

10年後は？



中学校総合体育大会（中体連大会）における合同チーム申請数

※令和５年度からクラブチームの参加可能

H２４ H２９ H３０ R１ R２ R３ R４ R５ R６

バレー 2 5 5 7 9 9 13 15 19
サッカー 4 4 5 5 8 8 12 18 18
バスケット 3 0 1 0 3 3 5 11 10
軟式野球 1 9 13 12 18 18 24 34 28
ハンドボール 1 0 3 2 3 3 1 1 2
ソフトボール 1 1 1 3 6 6 7 7 6
ラグビー 1 2 3 2 3 3 3 4 4

合計 13 21 31 31 50 50 65 90 87



本県の運動部活動入部者数の推移

（熊本県学校体育に関する調査より）

年 度
生徒数
（Ａ）

入部者数
（Ｂ）

加入率
（Ｂ／Ａ）

平成26年度 29,354 20,372 69.4％

平成28年度 28,171 19,213 68.2％

平成30年度 27,300 18,837 69.0％

 令和2年度 27,283 17,598 64.5％

令和4年度 27,767 16,716 60.2％

令和6年度 27,447 13,164 54.2%

※熊本市を除く

単位：人

②ニーズの多様化



スポーツ庁（平成３０年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査報告書より）

運動部活動に参加していない中学生が参加したいと思う条件

条件 男子 女子

・好きな、興味のある運動や
スポーツを行うことができる

44.4％ 59.8％

・自分のペースで行うことが
できる

45.2％ 53.8％

・友達と楽しめる 43.9％ 60.2％



教職員の献身的な指導による部活動の維持存続は困難

長時間勤労働

休日なし

専門でない種目を顧問
子どもと向き合う
時間がない

教員不足

③教員の働き方改革

業務の多岐化



このままでは…

子どもたちのスポーツ・文化芸術環境
を守ることができない



少子化の中でも、
将来にわたって
子どもたちが
スポーツや
文化芸術活動に
親しめるように！



中学生だけでなく、
子どもから大人までが
スポーツや文化芸術に親しめる
地域の環境をつくる



「地域の子供たちは、
地域で育てる」

15



２．国及び県の方向性について



部活動改革に向けた国の取組

２０１７年（H29）３月 学校教育法施行規則の一部を改正する省令施行について（文部科学省）

２０１８年（H30）３月 運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン（スポーツ庁）

２０１８年（H30）３月 平成２９年度部活動等に関する実態調査報告書（スポーツ庁）

２０１９年（H31）１月
新しい時代に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校
における働き方改革に関する総合的な方策について（文部科学省）

２０２０年（R2）３月 運動部活動改革プラン 学校体育大会の在り方に関する研究

２０２０年（R2）９月 学校働き方改革を踏まえた部活動改革(文部科学省）

２０２１年度（R3） 地域運動部活動推進事業（スポーツ庁）

２０２２年（R4）６月 運動部活動の地域移行に関する検討会議提言（スポーツ庁）

２０２２年（R4）１２月
学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方に関する
総合的なガイドライン（スポーツ庁および文化庁）

２０２５年（R7）５月
「地域スポーツ・文化芸術創造と部活動改革に関する実行会議」最終と
りまとめ



（１）国の方向性（現在）

令和５年度から令和７年度までの３年間を「改革推進期
間」と位置付け、休日の部活動について、各地域の実情に
応じて、可能な限り早期に地域連携・地域移行を目指す。



①令和７年度末までに、休日の地域移行完了を目指すとともに、
平日の地域移行に関しても、体制や環境が整った部活動、学校、
地域から順次、地域移行を進める。

②令和８年度以降は、各市町村のスポーツ・文化環境の状況及び
国の方針を踏まえながら、平日の地域移行を進める。

（２）県の方向性（現在）



２０１７年（H29）３月 学校教育法施行規則の一部を改正する省令施行について（文部科学省）

２０１８年（H30）３月 運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン（スポーツ庁）

２０１８年（H30）３月 平成２９年度部活動等に関する実態調査報告書（スポーツ庁）

２０１９年（H31）１月
新しい時代に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校
における働き方改革に関する総合的な方策について（文部科学省）

２０２０年（R2）３月 運動部活動改革プラン 学校体育大会の在り方に関する研究

２０２０年（R2）９月 学校働き方改革を踏まえた部活動改革(文部科学省）

２０２１年度（R3） 地域運動部活動推進事業（スポーツ庁）

２０２２年（R4）６月 運動部活動の地域移行に関する検討会議提言（スポーツ庁）

２０２２年（R4）１２月
学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方に関する
総合的なガイドライン（スポーツ庁および文化庁）

２０２５年（R7）５月
「地域スポーツ・文化芸術創造と部活動改革に関する実行
会議」最終とりまとめ

部活動改革に向けた国の取組



（３）名称変更

「地域移行」→「地域展開」

変更の主旨

①従来、学校内の人的・物的資源（学校の施設を含む）に

よって運営されてきた活動を広く地域に開き、地域全体で

支えていく

②地域に存在する人的・物的資源を活用しながら、地域全体

で支えることで可能となる新たな価値を創出し、より豊か

で幅広い活動を目指していく



次期改革期間＝改革実行期間

前期：令和８年度～令和１０年度

 後期：令和１１年度～令和１３年度

〇休日移行について

次期改革期間内に、原則、全ての部活動において地域展開

を実現

〇平日移行について

各種課題を解決しつつ更なる改革を推進

（４）令和８年度以降の改革の方向性



〇令和７年８月
・令和８年度予算の概算要求

〇令和７年冬頃
・総合的なガイドラインの改訂

（５）今後の国の主な予定

※令和８年度以降の県の方向性

国の示す方向性と県内市町村の取組状況を踏まえ、今年度中に

検討を行う。



３．県内市町村の取組状況について
中学校における部活動の地域移行に関する調査（令和７年３月実施）より

※各事例のポンチ絵は令和６年度実証事業成果報告書を基に県で作成



検討委員会、または協議会の設置 ４０市町村

推進計画の策定 １６市町村

コーディネーター配置 １８市町村

アンケート調査の実施（生徒用） ２８市町村

アンケート調査の実施（保護者用） ２６市町村

アンケート調査の実施（教職員） ３３市町村

（令和７年３月調査より）

（１）令和６年度の取組状況について

前年度から＋１７

前年度から＋７

前年度から＋７

前年度から＋７

前年度から＋１０

前年度から＋１１



（２）地域移行したクラブについて

１７市町村に７９の地域クラブ活動が設置
地域 市町村（設置クラブ数）

玉名
玉名市（２４）、玉東町（８）、南関町（２）
和水町（３）、長洲町（４）

阿蘇 小国町（９）、南阿蘇村（６）

上益城 山都町（１）

八代 氷川町（１）

芦北 津奈木町（１）

球磨
人吉市（１）、多良木町（５）、湯前町（１）
相良村（５）、山江村（２）、球磨村（５）

天草 上天草市（１）

（令和７年３月調査より）



課題 市町村数（のべ数）

指導者の確保 ４０

各市町村の財政的な支援の在り方 29

会費等の取扱い ２０

平日と休日の指導者の連携 ９

（３）課題について

（令和７年３月調査より）



その他にも・・・たくさんあります

大会参加は？ 指導資格はどうする？

保険はどうなる？

時間帯は？

保護者や地域にどう伝える？

場所が足りない！

会費はいくら？

移動手段は？



熊本県地域クラブサポーターバンク

登録者数２３１人（令和７年７月現在）



サポーターバンクの登録はこちらから

県教育委員会HP（地域移行に関する情報）はこちら→



指導者研修会の実施
令和６年度は、６回の研修会を開催（知識研修３回 実技研修３回）

↓スポーツ医科学

ハラスメント防止→

←コミュニケーションスキル

実技↑



玉名市の取組

合同部活動方式拠点校方式

拠点校方式＋合同部活動方式

指導者、会場を拠点として活動する

（ラグビー部・バレー部等）

近隣校と合同で活動する

２４クラブ（３８部活動）が休日の地域移行

※玉名市の８割の部活動が休日移行完了



町教育委員会

玉東町の取組 町スポーツ協会との連携

玉東中学校（玉東クラブ）

令和７年４月から平日・休日ともに、全ての部活動を地域移行

町スポーツ協会
指導者の派遣

委託

指導者の派遣を町スポーツ
協会に委託

会費：5,000円/月

受益者負担：3,000円 町補助：2,000円



南関町の取組

A-lifeなんかん
南関中学校

コーディネーター

バドミントン部、ソフトテニス部が平日・休日共に移行

地域クラブ運営に係る一部の業務を総合型
地域スポーツクラブへ委託

選手登録・大会申込等の業務を行う

全部活動に地域の指導者を配置



和水町の取組 主任指導者＋指導補助者での指導体制

主任指導者

バドミントン部、水泳部、陸上部の休日移行

指導者が一人となるクラブは、保護者に指導補助者とし
て協力してもらうことで、複数による指導体制を整備

指導補助者



山鹿市の取組 市内５中学校での合同部活動

米野岳中鹿北中

鹿本中 菊鹿中山鹿中

合同部活動：平日２回 土日１回

学校単位部活動：平日２回

活動場所：市内中学校、市内小学校、市営体育施設

平日：タクシー送迎（送りのみ）

休日：保護者送迎



多良木町の取組 総合型地域スポーツクラブへの移行

小学校部活動の社会体育移行を機に、中学校部活動につ
いても検討を進め、中学生用のプログラムを開設

卓球部

ソフトテニス部

男女バスケットボール部

器械体操部

多良木中学校

５部活動が平日・休日共に地域移行

あいあいスポーツクラブたらぎ



４．今後の取組を進めていく上で必要なこと



費用負担の在り方等

・地方公共団体において、地域の実情等に応じ
て安定的・継続的に取組が進められるよう、受
益者負担と公的負担とのバランス等の費用負担
の在り方等を検討する必要（公的負担について
は国・都道府県・市区町村で支え合うことが重
要）。

・家庭の経済格差が生徒の体験格差につながる
ことのないよう、経済的に困窮する世帯の生徒
への支援については確実に措置を行う必要。

（１）費用負担の在り方について



運営主体

教育委員会

総合型地域
SCいだてん

玉名

地域部活動
指導者①（技術指導）

指導者②（技術指導）

保護者代表（会計）

【部費 1,000円～
5,000円/月】

登録料・大会参加料

指導者旅費

ユニフォーム

競技用品等

玉名市の例

会場使用料

指導者謝金

保険費用

大会

競技団体

登録費

大会参加費

地域部活動申込

入部金6,000円

（前期3,000円・後期3,000円）
いだてん玉名年会費2,000円



（２）新しい価値の実現

〇生徒のニーズに応じた多種多様な体験

〇生徒の個性・得意分野等の尊重

〇学校等の垣根を越えた仲間とのつながり創出

〇地域の様々な人や幅広い世代との豊かな交流

〇適切な資質・能力を備えた指導者による良質な指導

〇学校段階にとらわれない継続的な活動（引退のない継続的
な活動）及び地域クラブの指導者による一貫的な指導等

新しい価値とは？ 例えば・・・



新たな価値の例① 生徒のニーズに応じた多種多様な体験

新潟県佐渡市の例
☆部活動と同種目で技術力向上を目指す「スキップ
型」に加えて、毎回、生徒が複数の種目や文化活動
から自由に選択して参加できる「エンジョイ型」の
２タイプの活動を展開。

エンジョイ型では、楽しみながら魅力を感じるこ
とができ、経験の有無に関わらず誰でも参加可能

（活動例）
マリンスポーツ、ボルダリング、ダンス、トレッキング、
ボッチャ、鬼太鼓、民謡・三味線、華道、茶道、競技かるた、
佐渡探究、写真、能楽、人形芝居、囲碁・将棋、英会話、プ
ログラミング、クッキング等



新たな価値の例② 幅広い世代との豊かな交流のある活動

和歌山県かつらぎ町の例

☆当初は、中学生を対象として設置したクラブ（陸
上、バレーボール）に、小学生等からの参加希望が
あり、学校段階にとらわれない多世代の活動を展開。

陸上クラブ 中学生４人＋小学生１４人＋成人３人

（小学生加入のきっかけ）
・散歩中にたまたま通りかかって見ていると興味がわいた！
・顔見知りの中学生に誘われた！

バレークラブ 中学生１５人＋小学生１４人

（成人加入のきっかけ）
・送迎の子供を待っている時間がもったいない！
・美容と健康のため！



新たな価値の例③ 引退のない継続的な活動

東京都板橋区の例

☆令和５年度から女子サッカーの地域クラブ活動を開始。

現在、中学生１２人＋高校生３人で活動中

卒業生の多くが「サッカーを続けたい」と希望し、一部の
生徒は、中学校卒業後も地域クラブ活動に継続して参加。



南関町：生徒とのワークショップ玉名市：スポーツバイキング（スポーツ体験会）

大津町：大学生の活用

熊本でも・・・



（３）地域クラブ活動の要件や基準等を明確化

地域クラブ活動の要件を設定し、要件を満たし
たクラブ活動への登録・指定等を行う。



例 山口県の要件 ※一部抜粋

○ 国が通知した、「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総

 合的なガイドライン」に準じた活動を行っていること

○ 活動状況について、定期的に生徒の在籍校と情報共有等が行われていること

○ 規約・定款等に基づき団体の運営を行い、会計について公の場で承認を受け、

適切にされていること

○ 活動中の事故やトラブル等の管理責任が明らかであり、その解決に向けて、必

要に応じて学校と連携する体制が整備されていること

○ 公認スポーツ・文化芸術指導者資格を有している、または市町が基準として示

す指導者研修会等を受講した指導者が携わっていること

○ 適切な活動時間や休養日等を設定していること



市町村の地域移行に向けた手順（例）

協議会等（検討組織）の設置

実態調査の実施
ニーズ・課題の把握

生徒・保護者・地域への情報発信

体制や環境が整った部活動、学校、地域から
順次、地域移行を進める

推進計画の策定



・計画の策定
・ニーズの調査
・情報の発信
・子どものニーズに合わ
せた多様なスポーツ環境
の構築を目指す など

県・市町村
学校

・子ども・保護者への情
報発信
・子どもの主体性を伸ば
す教育の実施 など

保護者

・発信される情報に興味
をもつ
・自分自身が経験にとら
われずに、子どもの意
見を聞く など

子ども

・社会の変化に興味を
もち、自分のことと
して考える など

スポーツ団体・指導者

・スポーツ医科学に応じた
適正な時間・日数で活動
する など



子どもたちの未来のために

皆さんの力を貸してください！
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